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   This study attempts to investigate the context in which ‘migrants’ are being discussed in the Japan National 
Diet through the quantitative analysis of the deliberation agenda during the winter of 2018. These deliberations 
mainly revolved around the amendment of the Immigration Control and Refugee Recognition Act. Historically, 
debates concerning ‘migrants’ have been avoided in Japan. The amendment of the Immigration Act, which was 
put into effect in April 2019, has been one of most substantial changes to the law since the act was first passed 
in 1951.  
   In order to complete this study, data was collected through the Diet Record Search System to create six 
datasets corresponding to the statements made by the three stages of the Diet and ruling-opposition party. 
Thereafter, text mining was conducted within each dataset utilizing R software.  
   Using the text mining analysis of the Diet deliberations, this study sheds light on three major topics in 
relation to migrants; (1) the potential effects of amending the Immigration Act, (2) the new working visa 
(specified skilled worker), and (3) the current issues within traditionally migrant-friendly countries. Moreover, 
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arguments made by the ruling party were centered around topic (1), whereas the opposition party discussed 
different topics within each stage of the deliberation. Another noteworthy finding of this study is that the term 
‘migrant’ is still avoided during Diet discussions, especially by the ruling party. The amendment on raising the 
acceptance rate of ‘migrant’ workers was discussed using terms such as ‘foreign talent’ or ‘foreign worker’ in 
place of ‘migrant’.  
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11 月 21 日の衆議院審議入りからわずか 18 日後の、12 月 8 日未明のことである。新たな在留資格「特

























                                                   
1 「入国管理局」は、今般の入管法改正により「出入国在留管理庁」に格上げ・改称されている。 
2 法務省ホームページ（2019年 3月 22日）「平成 30年末現在における在留外国人数について」
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00081.html（2019年 6月 26日最終ア
クセス） 
3 厚生労働省ホームページ（2019年 1月 25日）「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ（平成 30年 10月






る(小井土 & 上林, 2018)。移民政策ではないことを強調する政府とは裏腹に、日本国民の多くは定住性
をともなう外国人、すなわち「移民」の受け入れをめぐる審議であると認識していた可能性は高い。 
6 政治的イデオロギーが、移民や外国人労働者の受け入れ意識を規定する要因の一つであることは、国内外
の複数の実証研究で明らかにされている(Chandler & Tsai, 2001; Citrin, Green, & Christopher, 1997; 
眞住, 2015)。 
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の要請が強まっていることを背景に、2018年 2月 20日に「経済財政諮問会議」が開かれ、同月 23日に
は「専門的・技術的分野における外国人材の受入れに関するタスクフォース」が設置された。また、同













から 2050年までの 55年間で 3350万人（年間平均 60万人）の移民を受け入れる必要があるとの推計で



























10 前掲注 8。 
11 労働力の補填とは別に、日本に定住する外国人が少子高齢化の抑制に寄与しているという事実がある。
その根拠として鈴木（2018）は、2000年を 100とした場合の 2015年の日本人人口が 99.1である一方、
外国人人口は 133.7であること、高齢化率は日本人が 26.6%であるのに対して外国人は 7.6%であるこ
と、2016年に日本で出生した子どもの 3.6%が外国にルーツをもつ（両親、あるいはいずれかが外国籍住
民である）こと、などを挙げている(鈴木, 2018)。 












図 1 在留資格別外国人労働者数の推移 
出典：厚生労働省（2019）「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ【本文】（平成 30年 10月末現在）」、2


















                                                   
12 もっとも、5年間で最大 34.5万人という数字について、明石は「過大とは言えない」と述べている。そ
の理由として、2017年 10月からの 1年間で外国人労働者がおよそ 18万人増加していることを指摘して
いる(明石, 2019a)。 
13 前掲注 3。 
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３．分析 












表 1 データ収集対象の会議一覧 
出典：日本法令索引「1. 出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律案」にもと
づき、筆者作成。http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/viewShingi.do?i=119701001（2019 年 6 月 12 日最終アク
セス） 
 
表 2 構築したデータセットのラベル 
※（ ）内はデータセットに含まれるテキストの文字数。 
 
   （３－２）分析方法 
 分析には、日本語の文章を形態素解析するための R パッケージである RMeCab16を用いた。形態素解
                                                   
14 日本法令索引「1. 出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律案」
http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/viewShingi.do?i=119701001（2019年 6月 12日最終アクセス） 
15 「国会会議録検索システム」http://kokkai.ndl.go.jp（2019年 6月 9日最終アクセス） 
16 RMeCabはもともと、京都大学情報学研究科と日本電信電話株式会社コミュニケーション科学基礎研究
所の共同研究プロジェクトによって開発された MeCabと呼ばれる形態素解析エンジンである。その後、




は、まずは形態素解析を行なう必要がある(工藤, 山本, & 松本, 2004)。こうしたプロセスを経ることに
よって、テキスト情報を対象としたデータマイニング（テキストマイニング）が可能になり(Hearst, 1999)、
各語の出現頻度や傾向、共起関係にある語などの情報を得ることができる(Munzert, Rubba, Meißner, & 
Nyhuis, 2015)。主に医療やマーケティングの分野で積極的に用いられてきた分析手法であるが、近年は
議会会議録の分析にも活用されている(増田, 2010, 2012; 岩見, 大野, 木村, & 井手, 2012; 橋本, 2010)。 
 RQ1 の分析では、RMeCab パッケージの NgramDF( )関数を用いて、「移民」と共起する名詞を抽出し
た。そのうち、DS1から DS6 をとおして 1回しか出現していない名詞や、代名詞、単独ではほとんど意
味をなさない名詞（「もの」、「方々」、「的」、「上」等）、国会における審議で一般的に出現する名詞（「総
理」、「大臣」、「質問」、「お尋ね」、「答弁」等）を除外し、最終的に 21 の名詞を抽出した17。そして、6
つの DSを列、21の名詞を行とするクロス集計表を作成し、MASSパッケージの corresp( )関数を用いた
コレスポンデンス分析を行なった。 
 RQ2 については、「移民」とそれに代わる意味で使用されていると考えられる「外国人材」、「外国人
労働者」、「（技能）実習生」、「単純労働者」の計 5 つの語について、DS1 から DS6 それぞれにおける出
現回数をカウントした。 
 
   （３－３）分析結果 
   （３－３－１）「移民」のコンテクスト 
 以下の表 3は、「移民」と共起関係にある名詞の出現回数を集計し、上位 22 語をまとめたものである。
また、図 2は 6つの DSを列、21の名詞を行とするクロス集計表のコレスポンデンス分析（第 1固有値
×第 2 固有値）の結果である。各固有値の寄与率は、第 1 固有値が 47.30、第 2 固有値が 26.64、第 3 固
有値が 13.57であった。 














 次に、図 2をみると、与党議員の発言である DS1、DS3、DS5 はすべて第 4象限に位置していること
が読み取れる。したがって、与党議員が「移民」を使用する際のコンテクストは、審議入り前から参議
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表 3 「移民」と共起する名詞とその出現回数（上位 22語） 
 
図 2 「移民」と共起する名詞のコレスポンデンス分析（第 1固有値×第 2固有値） 
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   （３－３－２）移民関連語の使用状況 




という言葉を好み、その使用割合は 63%に及んでいることが読み取れる（図 3 – DS1）。一方、野党議員
による「外国人材」の使用割合はわずか 4%であり、それに代わって「移民」と「外国人労働者」が全体




合がおよそ 60%を占める結果となった（図 3 – DS3、図 4 – DS4）。また、「移民」の使用割合についても、
与党が 10%、野党が 13%と大きな差は見られなかった。しかし、依然として与党議員は「外国人材」を、
野党議員は「外国人労働者」を用いる傾向があった。 
 同様の傾向は、参議院での審議においても確認された（図 3 – DS5、図 4 – DS6）。しかし、わずかな
がらではあるが、与党議員による「外国人労働者」の使用割合は 2%から 10%に増加し、野党議員によ
る「外国人材」の使用割合は 5%から 7%に増加している。また、野党議員による「移民」の使用割合に





表 4 移民関連語の出現回数 
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図 4 野党議員による移民関連語の使用割合 
 
４．考察 





























































































丹野・樋口, 2005; 山本, 2016; 大井, 2008)。こうした問題への対応は、もっぱら各自治体の裁量に任せら
れているのが現状であり、その理由が国レベルでの社会統合を含む包括的な政策の欠如にあると指摘す






                                                   
18 審議時間の短さは、メディアによってもさかんに批判された。とくに政権に批判的とされる新聞は、法案
が衆議院を通過した翌朝の一面で「入管法案 衆院通過 委員会審議 17 時間 与党、採択を強行」（2018 年
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